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序     文 

 

ブラジル「トカンチンス州小規模農家農業技術普及システム強化計画」は、小規模

農民が多いトカンチンス州において、普及部門と研究部門の連携を通じ、小規模農民

へ農業技術を普及する仕組み作りを行うことを目的に平成 15 年 4 月から 3 年間の予定

で協力が行われております。  

 このたび、本プロジェクトの協力期間終了を目前に控え、独立行政法人国際協力機

構は、平成 17 年 11 月 9 日から 11 月 25 日までの 17 日間、終了時評価調査団を派遣し、

ブラジル国側評価委員と合同で、これまでの活動実績等について総合的な評価を行う

とともに、今後の対応等について協議を行いました。  

 これらの評価結果は、調査団員及びブラジル国側評価委員によって構成された合同

評価委員会によって合同評価報告書としてまとめられ、署名の上、合同調整委員会に

提出・受理されたところです。  

 本報告書は、同調査団の調査及び協議の結果を取りまとめたものであり、今後広く

関係者に活用され、日本・ブラジル両国の親善及び国際協力の推進に寄与することを

願うものです。  

 最後に本調査の実施に当たり、ご協力いただいたブラジル連邦共和国政府関係機関

及び我が国関係各位に対し、厚く御礼申し上げるとともに、当機構の業務に対して今

後ともなお一層のご支援をお願いする次第であります。  

 
平成 18 年 1 月  
 

独立行政法人国際協力機構  
農  村  開  発  部  
部 長    古   賀   重   成   
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Agropecuária 

ブラジル農牧業研究公社 

Embrapa 

Cerrados 

（旧 CEPAC） 

※Centro de Pesquisa Agropecuária dos  

Cerrados（CEPAC）より名称変更 

ブラジル農牧業研究公社（Embrapa）

セラード研究所 

FORTER 
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Technologia Agrícola Voltado Para os  

Peguenos Productores do Estado do  

Tocantins 

トカンチンス州小規模農家農業技術 

普及システム強化 

※本プロジェクト名称略称 

PRONAF Programa Nacional de Apoio a Agricultura 
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家族農業支援国家計画 

RURALTINS Instituto Desenvoltimento Rural do  

Tocantins 

トカンチンス州農村開発公社 

SEAGRO Secretaria da Agricultura, Pecuária e  

Abastecimento do Estado do Tocantins 

トカンチンス州農務局 

SEPLAN  Secretaria do Planejamento e Meio  

Ambiente do Estado do Tocantins 

トカンチンス州企画環境局 

UEP Unidade de Execução de Pesquisa e  

Desenvoltimento deo Estado do Tocantins

Embrapa セラード研究所 

トカンチンス支所 

UNITINS Fundação Universidade do Tocantins トカンチンス州立大学 
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評価調査結果要約表 

 

１．案件の概要 

国名：ブラジル連邦共和国 
案件名：トカンチンス州小規模農家農業技術普及システム強化

計画 

分野：農業 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一チーム 協力金額：2 億 200 万円 

先方関係機関： 
1)トカンチンス州農業開発公社（RURALTINS） 
2)ブラジル農牧業研究公社（Embrapa） 
3)トカンチンス州立大学（UNITINS） 

日本国側協力機関：農林水産省、北海道 

協力期間 
（R/D）： 2003 年 2 月 14 日 
協力期間：3 年間 
（2003.4.1 ～ 2006.3.31） 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
ブラジル連邦共和国政府（以下、「ブラジル」）は、国土の約 25％、総面積約 2 億 ha を占めるセラード地

域における農業生産の高い潜在能力に着目し、これまで同地域における穀物生産の増大を目的とした様々な
開発事業を実施してきた。その結果、ブラジルの農業試験研究機関は技術開発を独自に行える能力を有する
に至った。しかし、技術の農家への普及となると未だ十分ではなく、試験研究機関と連携した種苗業者、肥
料業者等による活動は、中規模以上の農家を対象に一部実施されているのみで、農家に対する機能的な普及
システムは確立していない。特に、自ら情報にアクセスすることが困難な小規模・零細農家に対する十分な
指導は行われておらず、これらの農家においては改善が進まないため、農家規模による経済較差はますます
広がりつつある。 

このような状況の中、ブラジルはセラード開発の最前線であり小規模農家の割合が 60％と高いトカンチン
ス州を対象として、地域に適した技術開発と普及を目的とするプロジェクトを我が国に要請した。我が国は
これを受け、事前評価調査団を派遣し、同地域の現状・問題分析についてブラジル側と協議を行った。その
後実施協議を経て、小規模農家、零細農家を対象に技術研究開発機関、普及機関、大学の連携を前提とした
農業技術普及体制強化を目的とするプロジェクトを 2003 年 4 月から 3 カ年の計画で開始した。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 上位目標：トカンチンス州において小規模農家への農業技術支援システムが確立される。 
(2) プロジェクト目標：小規模農民への農業技術支援システムがトカンチンス州のパイロット地域のレフ

ァレンスファームを通じて確立される。 
(3) 成果： 
1) 普及員の能力が強化される。 
2) 農民アソシエーションが強化される。 
3) 農民が必要としている技術が開発される。 
4) 農業技術と情報を普及する伝達が改善される。 

 
(4) 投入（2005 年 11 月 1Reais＝53.8 円）： 

日本国側： 
      長期専門家派遣      3 名 機材供与      87 万 Reais（約 46,806 千円） 
      短期専門家派遣      6 名 ローカルコスト負担 31,781 千円 
      研修員受入       17 名  

ブラジル国側： 
    カウンターパート配置  23 名  
    土地・施設提供（中央事務所、ピウン地方事務所、ナチビダージ地方事務所） 

ローカルコスト負担   1,275.8 千 Reais（約 68,638 千円） 

２．評価調査団の概要 

 調査者 

調査団員数 4 名 
1) 総括   永井 和夫  JICA 筑波 所長    
2) 農業普及 清野 剛   北海道立道南農業技術試験場技術普及部長 
3) 計画管理 名井 弘美  JICA 農村開発部第ニグループ畑作地帯第一チーム 
4) 評価分析 糸魚川 孝榮 中央開発株式会社海外事業部 

調査期間  2005 年 11 月 6 日（日）～11 月 25 日（金） 評価種類：終了時評価調査 
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３. 評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
 ・プロジェクト目標の達成度：パイロット（地方）事務所は 2004 年 4 月までにピウンで 165 戸、ナチビ

ダージでは 91 戸の農科に対してサービスを提供済みであり、指標は達成した。 
 ・上位目標達成の見込み：州政府と RURALTINS が作成した「FORTER プロジェクト多年度波及計画」

には、2009 年度までの普及予定地域が記載されている。これによれば、ナチビダージとピウンを含む
州内 40 カ所の地方事務所で FORTER システムを適用する予定であり、既に 2006 年度分予算が確保さ
れている。またこの計画の一環として、既にピウン、ナチビダージの両事務所では、今後普及拠点とな
る地域の普及員に対する研修を開始している。 

  ※FORTER = Fortalecimento do Sistema de Apoio de Tecnologia Agrícola Voltado Para os Pequenos do Estado do Tocantins、 
トカンチンス州小規模農家農業技術普及システム強化  

・成果の達成度：中間評価（2004 年 10 月）以降、プロジェクト活動は飛躍的に進展した。しかし、いく
つか達成が困難と思われる指標がある。これらの未達成の原因として、初年度のプロジェクト立ち上
げ時における進捗の遅れに加え、以下の理由が挙げられる。 

 ①PRONAF 融資が適期に実施されていない。 
 ②農家が新技術導入に必要なインフラ・設備・資機材の不足に直面している。  
 ③いくつかの対象コミュニティは、地方事務所から数時間を要する奥地にあり、プロジェクトによる

適切なフォローアップが難しい。 
 ④自然災害や天候不順 

・投入：日本側、ブラジル側共に概ね計画通り実施され、活動のために良好に利用された。特記事項と
しては以下の点が挙げられる。 

①以下の投入についてプロジェクトの開始日より数カ月の遅れがあった。 
 ・日本側の長期専門家の派遣および一部の機材の到着。 
 ・ブラジル側のカウンターパート配置及び事務所、施設等の準備。 
②2004 年 6 月の合同調整委員会の決定により、地方事務所に配属されていた 2 人の Embrapa 研究者が地

方事務所からパルマスの Embrapa トカンチンス支所へ、UNITINS 研究者（2 名）がパルマスの UNITINS
大学へ配置換えとなった。これに対応してパイロットサイト 2 カ所（ピウン・ナチビダージ）の地方
事務所でも普及員の体制を改め、各事務所に 1 名づつ普及員が増員された。この結果、事務所体制が
強化された。 

③2005 年 3 月から、日本側の長期専門家（農業普及）が 1 名増員された。 
④2005 年 4 月に Embrapa トカンチンス支所長が交替した。 

 
３－２ 評価結果の要約 

(1) 妥当性 
・ブラジルは既に高いレベルの農業技術を保有しているが、これらは小規模農家に伝わっておらず、小

農は開発から取り残されてきた。開発から取り残されてきた小規模農家の生活を豊かにするためには
農業の生産性向上が不可欠であることから、小農の本プロジェクトに対するターゲットグループのニ
ーズは高かった。 

・ブラジル政府は、国民の“飢餓ゼロ”をかかげ、その一環として小規模農家の支援強化を打ち出している。
また、トカンチンス州の多年度州政府計画 2004-2007 でも農業生産性向上は優先事項の一つとなってい
ることから、ブラジルの政策と現在も合致している。 

・日本政府の対ブラジル援助政策の重点の一つは、経済的な地域格差の是正であり、特に開発が遅れて
いる東北及び北部地域の開発を重視している。ブラジル東北部に位置するトカンチンス州において貧
しい小農を支援するプロジェクトを実施することは、日本政府の援助政策と整合性がある。 

 
(2) 有効性 

・プロジェクト目標に対して設定された、普及員の能力強化、農民の組織化、農民ニーズに基づく技術
開発、普及手法の改善等の一連の成果は、普及、研究（技術）、農民と 3方向からの目標達成に向けた
アプローチとなっている。これらはいずれもプロジェクト目標達成に不可欠であり、成果の設定は適
切であった。 

・本プロジェクトのカウンターパートとして配置された普及員は、プロジェクト活動を通じて農民指導
に対する能力と自信を高めつつある。研究員と普及員は情報の共有を図るため、活動計画、ニーズ調
査、活動実績や展示圃・実証圃の評価について相当な時間をかけて議論してきた。その結果、普及と
研究相互の連携は着実に強化されつつある。 
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・上述のことから、プロジェクトの成果はほぼ達成されるものと考えられ、普及機関、研究機関と農民
がそれぞれの能力を向上しつつ連携していくことにより、本プロジェクトの目標である普及システム
の確立はほぼ達成されるものと見込まれる。 

 
(3) 効率性  
・初年度の活動は、日本側（専門家派遣、一部機材）とブラジル側（C/P配置、事務所・施設準備）双方
の投入の遅れ、関係機関のプロジェクトに対する共通認識の欠如、車両使用に関する調整不足などの
ため、あまり効率的に進まなかった。 

・初年度以降の日本側投入はいずれも成果を達成する上で効率的であった。特に 3 人目の長期専門家が
追加派遣されたことによって、プロジェクトの展開は大きく促進された。ブラジル側の投入も概ね適
切であった。また、伝習農場の導入が農民の集中的かつ実践的な技術習得を可能とし、効率的な技術
普及に貢献した。 
・PRONAF 融資が適期に受けられなかったことは、農民が技術を採用するにあたり、成果の達成に多大
な負の影響を与えたが、20 レアルプロットの導入により、プロジェクト終了までに成果は概ね達成さ
れる見込みとなった。本プロジェクトは効率よく開始されたとはいえなかった、プロジェクト期間中
の 20レアルプロットや伝習農場といった対応・工夫により回復したと判断される。 

   ※PRONAF融資= Programa Nacional de Apio a Agricultura Familiar = 家族農業支援計画。小規模農家向けの融資プログラムで、融
資限度は低いが利率や支払い条件が優遇されている。無担保での借入れが可能であるが、公的組織に加入していることが条件。

※20レアルプロット=農家が融資を得られなくても投資できる金額 20レアル（約 1,000円）の資金で賄うことができる資機材を
利用し、自分の農場の一部（200 ㎡程度）で新たな技術を導入してみる小規模のトライアル圃場を指す。これによって農家自
身が少額資金で新技術の内容や従来の作付けとの違いを体験し、その成果を確認することができる。     

 
(4) インパクト 
・本プロジェクトの普及システムを州内の他地域へ波及させる取り組みは、州の多年度州政府計画

2004-2007 に 盛り込まれている。今後、本プロジェクトで確立された新農業技術支援体制（FORTER
システム）が州内の他地域に普及すれば、体制を州全体に広げるとする上位目標が達成されることに
なるであろう。 

・その他のインパクトとして普及員に行動の変化が挙げられる。技術移転能力の改善、役割認識の向上
 や小規模農民に対する支援の使命感が高まったことは、人材育成面での大切な内面の変化である。ま
た、農民も普及員を信頼するようになり、融資獲得から技術指導まで支援してくれる重要なパートナ
ーとの認識を持つようになった。このことはこれまで長い間行政から放置されていた小農に大きなイ
ンパクトを与えたといえる。 

 
(5) 自立発展性 
・州政府は、小農への普及事業を重要視しており、今後も FORTER システムを拡大しする方針である。

RURALTINSと共に「FORTERプロジェクト波及計画」を策定し、ナチビダージとピウンを含めた州内
40カ所の地方事務所で FORTERシステムを適用する予定である。これらの計画を実施するための 2006
年度予算を既に確保している。 

・農業技術支援体制の継続性は研究機関と普及組織の協力連携に依存している。本プロジェクト終了後、
同じ州の機関である UNITINS の役割はますます重要になる。UNITINS の FORTER システムの研究機
関として、技術開発や普及員の技術能力向上の役割が強化されるならば、組織面での自立発展性も高
まるであろう。 

  ・本プロジェクトでは、作物栽培と農民組織強化の基礎技術について普及員の能力向上を図っている。
技術的自立発展性を確保するためには、異なった地域特性に応じた最適技術の導入、農民組織の強化
などについて普及員の技術能力をさらに向上させる必要がある。また、将来的には農民の求める技術
の高度化に応じ、技術開発を進める必要が生じることから、技術開発機関（UNITINS）の育成が求め
られる。 

 
３－３ 効果発現に貢献した要因（計画内容に関すること、実施プロセスに関すること） 
・2004 年 4 月～5 月に日本人専門家と関係機関による集中的な討議を通してコンセンサスの形成を図っ
たこと。その結果、プロジェクト実施体制、意思決定のプロセス等合意に達し、進捗が好転した。 
・議題に応じて各種会議が行われることで段階的に議論が実施されるようになり、関係機関相互のコミ
ュニケーションが改善した。 

・3人目の日本人長期専門家の追加派遣、伝習農場の開設による農民の集中的・実践的な技術習得、及び
20レアルプロットの導入により、PRONAF融資を受けられない農民についても新技術を体験できるよ
うにしたことは、効率性の回復に貢献した。 
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３－４ 問題点及び問題を惹起した要因（計画内容に関すること、実施プロセスに関すること） 
・当初、関係者間のプロジェクトに対する理解が異なっていたこと。 
・技術導入に必要な PRONAF 融資を適期に受けられなかったこと。そのため、農民が必要とする時期 
 に必要な機材を購入したり、プロジェクトで提案した技術を導入する資金が不足した。 

 
３－５ 結論 
 プロジェクト開始当初、プロジェクトの方向性に対する研究機関と普及機関の基本的理解・認識に齟齬が
あったため、初年度の活動とその成果は芳しくなかった。しかし、関係者間で話し合いが行われ、効果的な
対策がとられた結果、2 年次以降は両者の協力関係が改善し活動も活性化した為、その成果が上がるようにな
った。特に、農業技術普及活動においては、営農指導、展示圃の設置、目的グループの組織化等の農家支援
の手法の導入によって第 2 年次において飛躍的に改善された。もし、プロジェクトが現況の活動水準を継続
していくならば、終了時にはプロジェクト目標の達成が可能と判断される。従って合同評価委員会は、R/D の
記載どおり、本プロジェクトを 2006 年 3 月に終了することとした。 
 なお、プロジェクトの目標は農業技術支援システムの確立であるが、プロジェクト活動の中で形成された
協会、目的グループなどの農民組織は、農業技術の受け皿だけではなく、農村開発を自らの手で進める組織
ともなり得る。本プロジェクトの関係機関は、既にこの点を認識しており、FORTER システムの推進ととも
に、社会開発への取り組みも同時並行するものと期待できる。 
 
３－６ 提言 
１．プロジェクト終了までに実施すべき事項 

(1) RURALTINS本部においてプロジェクト終了後のFORTER事業を先導的に展開する人材の育成が残され
たプロジェクトの協力期間における重要な課題である。新システムに従事したパイロット普及事務所普
及員を含め、新たな人材の登用も当然考慮させるべきである。 

 
(2) 本プロジェクトに投入された機材は、プロジェクト終了後においても FORTER システムの展開のため
に使用されるべきであることから、本件に関する覚書を関係機関及び JICA間で締結することを提言する。

 
２．プロジェクト終了後の事業展開 

(1) FORTER システムの着実な地域展開 
     農民の組織化、技術の実証・展示・移転手法など、パイロット地域における FORTER システムの枠

組みはプロジェクト終了時までに確立されるが、協会及び協会内に組織された目的グループは普及員
の指導無しに自律的な活動を展開するまで至らない。これら農民グループの更なる育成には組織リー
ダーの育成が重要である。また、地域内リーダーのネットワーク形成、組織活動に関する情報交換や
交流、先進地視察研修による広い視野を持つ人材の育成なども重要である。一般に、新作物／新技術
を農家に導入した後は、更なる普及活動向上のために、普及員自身による農家の経済的インパクトの
評価が行われなければならない。本プロジェクトでは、プロジェクト終了後にこのプロセスが目的グ
ループ単位で実施される予定である。今後の他地域への普及は、RURALTINS と州農務局が作成した
2009 年までの普及計画に沿って実施されるべきであるが、着実な地域展開のために、現状を十分に把
握した上で、まずは 

  パイロット地域（ピウン、ナチビダージ）における FORTER システムの定着を実施することが望まし
い。 
 合同評価委員会において日本側・ブラジル側双方の多くの委員からこの点への指摘があったことか
ら、委員会はプロジェクトに対し、普及計画の再検討を提案した。 

 
(2) RURALTINS 本部内に FORTER システムの推進部署の設置 

(1) にあるように、パイロット地域の FORTER システム定着のための努力がプロジェクト終了後も必
要であり、そのため、パイロット普及事務所とその普及員に対する RURALTINS 本部の継続した指導が
不可欠である。また、パイロット普及事務所は、今後、併せて FORTER システムの導入が計画されてい
る普及事務所の普及員育成の役割も担うことになる。 
このため、プロジェクト終了後も FORTER プロジェクト推進のための司令塔機能が必要であり、現在

のプロジェクト中央事務所に代わる FORTER 調整本部を RURALTINS 内に設ける必要がある。本組織は
以下の責任を持つ。 

①RURALTINS と州農務局が作成した「多年度 FORTER プログラム波及計画」の実施 
②パイロット地域（ピウンおよびナチビダージ）における FORTER システムの定着促進 
③新規展開地域の普及員に対する研修プログラムの策定と実施 
④研究機関（Embrapa、UNITINS）との連携調整 
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(3）小規模農業者の自立にはトカンチンス州独自の農業技術開発機能の強化が必要 
トカンチンス小農の農業は焼畑による基礎作物の自給的栽培と粗放的な牧畜が主である。そのため、

すでに周辺地域で導入されている既存の技術導入をてことして FORTERシステムの確立を図ることが
本プロジェクトでは可能であった。しかしながら、小農の更なる発展には、一層の農民組織強化に加
え、トカンチンス州の自然、社会経済環境に適合した技術開発と市場調査による競争力の確保など、
市場化経済への参入が不可欠となる。 
高度な個別技術の開発は Embrapa に依存するものの、地域農村開発と小規模農業者支援の役割を担

う RURALTINS のパートナーとしては UNITINS の存在がますます重要となる。UNITINS の拡充が、
これからの RURALTINS 事業展開の鍵を握ることとなろう。 

UNITINS の具体的役割は農業技術開発に加え、以下のものが考えられる。 

・小規模農業者を前提としたトカンチンス州における有意性のある作物や生産方法の開発 
・農産物の販売・流通方法の検討、地域小規模農業者の将来像の検討 

 
３－７ 教訓 
 技術協力と制度融資 
 本プロジェクトは、対象農家が PRONAF 融資を受けられることが前提条件として設定されていた。し
かしながら、農家が申請に必要な書類を揃えられない、あるいは返済残があるため新規に借り入れできな
いといった問題や、銀行側の手続きの遅延、必要書類や提出期限の急な変更などにより適期に必要な融資
が得られない農家が数多く見受けられた。これらは農家による新しい農業技術の採用という点において、
プロジェクト成果の波及に多大な負の影響を与えた。小農向け融資が存在する場合、それをプロジェクト
成果の促進のため活用することは妥当であると考えられるが、プロジェクトの前提条件として設定するの
であれば、事前の十分な実情把握が必要である。 
 本プロジェクトにおいて、PRONAF 融資が得られない農家に対し、20 レアルプロットを考え出したこと
は高く評価できる。その他の対応策としては、例えば、プロジェクトで石灰を買い、農家に配布し、収穫後
に石灰代金を支払ってもらうといった回転資金の導入も考えられるだろう。 
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第１章 調査団概要 

 

１－１ 調査団派遣の経緯 

ブラジル連邦共和国（以下、「ブラジル」）政府は、国土の約 25％、総面積約 2 億 ha を

占めるセラード地域における農業生産の高い潜在能力に着目し、これまでセラード地域に

おける穀物生産の増大を目的とした様々な開発事業を実施し、この結果、ブラジルの農業

試験研究機関は技術開発を独自に行える能力を有するに至った。しかし、技術の農家への

普及となると試験研究機関と連携した種苗業者、肥料業者等による活動は、中規模以上の

農家を対象に一部実施されているのみで、農家に対する機能的な普及システムが確立して

いない。特に、自ら情報にアクセスすることが困難な小規模・零細農家に対する十分な指

導は行われておらず、これらの農家においては改善が進まないため、農家規模による経済

状態の較差はますます広がりつつある。  

このような状況の中、ブラジル政府は小規模・零細農家への支援を国家政策として多年

度国家計画の中で示しており、セラード開発の最前線であり小規模農家の割合が 60％と

高いトカンチンス州を対象として、地域に適した技術開発と普及を目的とするプロジェク

トを我が国に要請した。我が国はこれを受け、プロジェクト事前評価調査団を派遣し、同

地域の現状・問題分析についてブラジル側と協議することにより、小規模農家、零細農家

を対象に地域の技術研究開発機関、普及機関、大学の連携を前提とした農業技術普及体制

強化を目的とするプロジェクトを 2003 年 4 月から 3 カ年の計画で開始した。  

2003 年 10 月には、運営指導（計画打合せ）調査団が派遣され、PDM の見直し及び指標

の設定と、プロジェクト活動に必要な事項が提言された。また 2004 年 10 月には運営指導

（中間評価）調査団が派遣された。同評価調査では、ブラジル側評価委員と合同調整委員

会を結成し、これまでの活動の進捗状況等を調査・評価した上で、今後の円滑なプロジェ

クト活動に向けた提言を行った。  

 

１－２ 調査団派遣の目的 

 本調査団は、2006 年 3 月のプロジェクト終了に向けて、これまでの活動実績をブラジ

ル側と合同評価するとともに、今後に向けての提言・教訓を抽出することを目的とする。 

 

１－３ 団員構成 

(1) 総  括：JICA 筑波国際センター 所長 永井 和夫 

(2) 農業普及：北海道立道南農業技術試験場 技術普及部長 清野 剛 

(3) 計画管理：JICA 農村開発部第二 G 畑作地帯第一チーム 職員 名井 弘美 

(4) 評価分析：中央開発（株）海外事業部 課長 糸魚川 孝榮 
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１－４ 調査日程 

日数  日付  官団員  団 長  コンサルタント

(1) 11/6 日       本邦発  

(2) 11/7 月        パルマス着  
（20：40）  

(3) 11/8 火        現地調査  

1 11/9 水    本邦発    現地調査  

2 11/10 木  AM ブラジリア着    

     PM JICA 事務所打合せ、  
大使館表敬  

  
現地調査  

3 11/11 金  AM ABC 表敬    

     PM Embrapa 表敬    
現地調査  

4 11/12 土    
ブラジリア（10：47）→

パルマス（11：01）打合

せ  
本邦発  資料整理  

5 11/13 日    専門家打合せ  パルマス着  
（21：15）  

資料整理  

6 11/14 月  AM 州政府表敬      

     PM 第 1 回合同評価委員会   

7 11/15 火    カウンターパート協議（プレセンテーション・インタビュー）

8 11/16 水    現地調査（ナチビダージ）     

9 11/17 木    現地調査（ピウン）      

10 11/18 金  AM 関係機関協議（インタビュー）    

      PM 第 2 回合同評価委員会    

11 11/19 土    日本側：評価レポート、ミニッツ作成  
ブラジル側：評価レポート案確認、修正、ポルトガル語翻訳  

12 11/20 日    日本側：評価レポート、ミニッツ作成  
ブラジル側：評価レポート案確認、修正、ポルトガル語翻訳  

13 11/21 月    第 3 回合同評価委員会：評価レポート完成  

14 11/22 火  AM 第 4 回合同評価委員会、評価レポート署名、合同調整委員会に

提出、合同調整委員会開催、ミニッツ署名  

      PM パルマス（16:50）→ブラジリア（19:02）へ移動  

15 11/23 水  AM JICA 事務所報告、大使館報告    

      PM ﾌﾞﾗｼﾞﾘｱ発（18:27）→ｻﾝﾊﾟｳﾛ着（20:10）、ｻﾝﾊﾟｳﾛ発（0：50）  

16 11/24 木    ↓      

17 11/25 金    本邦着      
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１－５ 主要面談者 

ブラジル側関係者  

＜ABC：ブラジル国際協力事業団＞  

Mr.Wófsi Yuri G. de Souza（二国間協力プログラム係長）  

Ms.Vidya Alves Moreira（日本担当）  

Ms.Patrícia da Rocha Canuto（国際協力技官）  

 

＜Embrapa Cerrados＞  

Mr.Roberto Teixeira（所長、プロジェクトダイレクター）  

Ms.Maria Alice Santos Oliveira（情報事業部長）  

Mr.José de Ribamar N. dos Anjos 

Mr.Ronaldo Pereira de Andrade（評価委員）  

Mr.José Luiz Fernandez Zoby（評価委員）  

Mr.José Humberto Valedores Xavier（評価委員）  

 

＜トカンチンス州政府＞  

Mr.Luiz Antonio da Rocha（官房長官）  

 

＜SEAGRO：トカンチンス州農務局＞  

Mr.Roberto Jorge Sahium（局長）  

Mr.Ângelo Mário Rosi（特別補佐）  

 

＜SEPLAN：トカンチンス州企画環境局＞  

Mr.Livio Willian R. de Carvalho（局長）  

Mr.José Anunciação Batista Alho（地域及び市企画コーディネーター）  

Mr.Félix Valois Guará Bezerra（企画部長）   

 

＜Embrapa Cerrados トカンチンス支所＞  

Mr.Marcelo Könsgen Cunha（所長）  

Ms.Flávia Cristina dos Santos（研究員）  

Ms.Suzinei Silva Oliveira（研究員）  

 

＜RURALTINS：トカンチンス州農村開発公社＞  

Mr.Raimundo Dias de Souza（局長、プロジェクトマネージャー）  

Mr.Renato Buzolin（総務部長）  

Mr.Benjamim Aurélio Mendes（プログラムマネージャー）  

 

＜UNITINS：トカンチンス州立大学＞  

Mr.Humberto Luiz Falcão Coelho（学長）  

Ms.Antônia Custódia Pedreira（研究部長）  
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Ms.Maria Regina T.Rocha（教授）  

Mr.Brunno Lang F. de Moraes（研究員）  

 

＜プロジェクト中央事務所＞  

Mr.Marlos Afonso Cavalcante（RURALTINS 普及員）  

Ms.Rosilene Naves Domingos（UNITINS 研究員）  

Mr.Manuel Ricardo Albuquerque（Embrapa 研究員）  

 

＜RURALTINS Pium 地方事務所＞  

Mr.Edmilson R.de Sousa（事務所長）  

Mr.Olivaney Cruz Lima（普及員）  

Mr.Mauricéia Pereira Santos （普及員）  

Mr.José Cavalcante（普及員）  

 

＜RURALTINS Natividade 地方事務所＞  

Mr.Wilson Nunes de Carvalho（事務所長）  

Ms.Arleth C. Nepomuceno（普及員）  

Mr.Dirsomar Viana da Silva（普及員）  

Mr.Valdivo Iris de Souza（普及員）  

Mr.Vilmar Pereira de Lima（普及員）  

 

日本側関係者  

＜専門家＞  

服部 洋（チーフアドバイザー）  

佐藤 久泰（農業普及）  

山中 聡（業務調整／研修）  

 

＜在ブラジル日本大使館＞  

秋山二等書記官、田雜二等書記官  

 

＜JICA ブラジル事務所＞  

柴田次長、大塚所員、駒沢所員  
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第２章 調査の方法 

 

２－１ 評価の方法 

評価は日本及びブラジル両国の評価委員で構成される合同評価委員会により、「JICA 事

業評価ガイドライン  改訂版」（2004 年 3 月）に従い下記三点を中心に実施した。  

①プロジェクトの現状及び成果の把握と検証  

②評価五項目による価値判断  

③提言の策定と教訓の抽出  

具体的には、Embrapa、RURALTINS 及び UNITINS の 3 者によるプロジェクト実施体制

の確認、プロジェクトサイト（ピウン、ナチビダージ）におけるプロジェクト活動調査、

トカンチンス州政府関係者、小規模農家、カウンターパート（以下、「C/P」）及び日本人

専門家からのヒアリング調査、さらにプロジェクトの当初計画に照らした両国の投入実績、

活動実績等を調査し、プロジェクトの実施効果等を分析、検討の上合同評価レポートとし

て取りまとめた。なお、同報告書は 11 月 22 日に開催された合同調整委員会に提出され、

承認された。 

 

２－２ 合同評価委員会の構成 

２－２－１ 日本側評価調査団 

前述（第 1 章 1-3）の終了時評価調査団 4 名が日本側評価委員となった。  

 

２－２－２ ブラジル側評価調査団 

(1) Mr. Ronaldo Pereira deDE Andrade: Leader 

Reseacher, Embrapa Cerrados 

(2) Mr. José Luiz Fernandes Zoby 

Reseacher, Embrapa Cerrados 

(3) Mr. José Humberto Vakadares Xavier 

Engineer, Embrapa Cerrados, Brazilian Agricultural Research Corporation 

(4) Mr. Ângelo Mário Rosi 

Special Advisor, Secretariat of Agriculture, Livestock and Supply of Tocantins State 

Government of the State of Tocantins 

(5) Mr. Benjamim Aurélio Mendes 

Program Manager, Institute of Rural Development in the State of Tocantins, 

Government of the State of Tocantins 

(6) Mr. Lucas Koshy Naoe 

Coordinator of Technological Matters, Foundation University of Tocantins, 

Government of the State of Tocantins 
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第３章 調査結果（プロジェクトの実績） 

 

３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 

(1) 長期専門家の派遣 

当初計画の 2 名に加え、農業普及専門家 1 名が 2005 年 3 月に追加派遣された。  

ア．チーフアドバイザー（服部 洋、派遣期間：2003 年 5 月 21 日～2006 年 3 月

31 日）  

イ．研修 /業務調整（山中 聰、派遣期間：2003 年 4 月 28 日～2006 年 3 月 31 日） 

ウ．農業普及（佐藤久泰、派遣期間：2005 年 3 月 2 日～2006 年 3 月 31 日）  

合計 3 名、（2 名 3 年、１名 1 年） 計 82M/M 

 

(2) 短期専門家の派遣  

以下の目的のためにア～カの専門家が派遣された。なお、カ．地域計画専門家は

終了時評価実施後の 12 月に派遣を予定している。  

ア．営農計画Ⅰ（派遣期間 2004 年 1 月 31 日～2004 年 2 月 22 日）  

イ．普及手法（派遣期間 2004 年 3 月 6 日～2004 年 3 月 28 日）  

ウ．営農計画Ⅱ（派遣期間 2004 年 7 月 1 日～2004 年 7 月 31 日）  

エ．普及計画作成手法（派遣期間 2005 年 3 月 1 日～2005 年 3 月 30 日）  

オ．営農計画Ⅲ（派遣期間 2005 年 6 月 2 日～2005 年 7 月 14 日）  

カ．地域計画（2005 年 12 月に派遣予定）  

 

(3) 研修員の受入  

以下に示す合計 17 名の研修員を受け入れた。2005 年度の研修員 6 名は現場の普

及員であり、今後の活動及びその成果が期待される。  

ア．2003 年度：普及 2 名（RURALTINS）・  研究 2 名（UNITINS、Embrapa）  

（2003 年 9 月 24 日～2003 年 10 月 21 日、28 日間）  

イ．2004 年度：普及 2 名（SEAGRO、RURALTINS）・研究１名(UNITINS) 

（2004 年 7 月 11 日～2004 年 7 月 23 日、13 日間) 

：普及 1 名（RURALTINS）・研究１名(Embrapa) 

（2004 年 9 月 8 日～2004 年 10 月 15 日、38 日間) 

：研究 2 名（UNITINS、Embrapa）  

（2005 年 1 月 10 日～2005 年 3 月 15 日、65 日間) 

ウ．2005 年度 :：普及 6 名（RURALTINS) 

（2005 年 7 月 25 日～2005 年 9 月 16 日、54 日間）  
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(4) 機材供与  

これまでに以下の表に示す機材が供与された。これらの機材の内容は適切であり、

活用状況や維持管理状況も順調である。一部の機材の到着が 2003 年 9 月となり、

活動の立ち上げに影響を及ぼした。供与機材総額は、34,028 千円である。  

機材

番号  
機材名  数量

機材

番号
機材名  数量

1 ピックアップトラック  3 2 マイクロバス  1 
3 ピックアップトラック  2 4 トラック用荷台カバー  2 
5 乗用車  1 6 デスクトップパソコン  11
7 ノートブックパソコン  3 8 インクジェットプリンター  5 
9 無停電電源装置  17 10 コピー機高性能型  2 

11 コピー機普及型  1 12 電話ファクシミリ  3 
13 プロッター  1 14 スキャナー  3 
15 DVD デッキ  3 16 ビデオデッキ  3 
17 テレビ  3 18 映写用スクリーン  3 

19 
OHP（オーバーヘッドプロジェク

ター）  
1 20 携帯式プロジェクター  3 

21 デジタルカメラ  5 22 デジタルカメラ用記憶メディア 10
23 一眼レフカメラ  3 24 GPS 4 
25 デジタルビデオカメラ  3 26 ナイロンテント  20

27 固定式ディーゼルエンジン  4 28 
エンジニアリングレヴェルゲー

ジ(水準器) 
2 

29 パラボラアンテナと受信機  2 30 キャッサバ加工機材一式  2 
31 キャッサバ加工施設  2 32 自動農業気象ステーション  2 

 

(5) 現地運営経費  

以下の表に示す内容の現地運営経費が投入された。  

平成 15 年度  
 一般現地業務費  11,000 千円 現地適応化事業費 1,145 千円  
 技術交換費   1,850 千円 市場調査費   1,800 千円  
平成 16 年度  
 現地業務費  10,225 千円   
平成 17 年度  

現地業務費  5,761 千円   
合  計  31,781 千円 （2005 年 8 月現在）  

 

３－１－２ ブラジル側投入  

(1) 人員の投入  
1 プロジェクトダイレクター（Embrapa Cerrados 所長）  

2 プロジェクトマネージャー（RURALTINS 総裁）  

3 中央事務所への C/P 配置   （計 4 名）  
Embrapa-研究者        （1）RURALTINS-普及員    （1）  
RURALTINS-事務員    （1）UNITINS-研究員       （1）  
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4 地方事務所（パイロットサイト 2 カ所）への C/P 配置（計 10 名）  
Embrapa-研究者    （2）RURALTINS-普及員   （4）  
RURALTINS-事務員   （2）UNITINS-研究員   （2）  

 

C/P 人員  
中央事務所  
   RURALTINS  （事務所勤務 1 名）  
   Embrapa    （事務所勤務 1 名、研究員 2 名）  
   UNITINS    （事務所勤務 1 名、研究員 1 名）  

  事務員 1 名、運転手 2 名  
ピウン地方事務所  

  事務所長 1 名、普及員 4 名、獣医 1 名、事務員 1 名  
ナチビダージ地方事務所  

  事務所長 1 名、普及員 4 名、獣医 1 名、事務員 1 名  
 

(2) プロジェクト実施に必要な土地・建物・施設の提供  

地方事務所として、必要な土地・建物・施設はブラジル側より提供された。ただ

し、揃ったのが 2003 年 6 月であったため、業務の開始が若干遅れた。  

 

(3) プロジェクト運営費  

C/P 3 機関の本プロジェクト関連の支出を以下の表に示す。  

RURALTINS プロジェクト執行予算（3 年間）      単位：円  
 項目  総額  2003 年度   2004 年度   2005 年度   
人件費  9,095,911 3,189,005 2,873,210 3,033,696
消耗品  14,136,455 4,736,915 4,595,325 4,804,215
日当  14,893,999 3,727,408 5,103,728 6,062,863
合計  38,126,365 11,653,328 12,572,263 13,900,774

注：各年度は 1 月から 12 月の間に実際に支出された執行額を示す。2006 年 1 月～  
3 月の予算は含まれていない。人件費は各事務所に配属された全職員分である。 

 

Embrapa プロジェクト執行予算（3 年間）       単位：円  
項目  総額  2003年度  2004年度  2005年度  

人件費  - - 19,021,639 3,033,696
消耗品  - - 1,402,851 4,804,215
日当  - - 2,640,817 6,062,863

燃料費  - - 445,062 1,397,778
合計  55,275,921 16,467,000 23,510,369 15,298,552

注：各年度は 1 月～12 月の間に実際に支出された執行額を示す。2006 年 1 月～3 月
の予算は含まれていない。人件費には C/P 3 名と Embrapa Cerrados 研究者 2 名分
及び管理者の給与が含まれる。日当はこれらのプロジェクト関係者の日当及び旅
費、経費等が含まれる。燃料費には 2 台のプロジェクト車両の維持管理費が含ま
れる。  
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UNITINS プロジェクト執行予算（3 年間）    単位：円  
項目  総額  2003年度  2004年度  2005年度  

人件費  24,732,000 8,244,000 8,244,000 8,244,000
日当及び旅費 1,152,000 384,000 384,000 384,000

合計  25,884,000 8,628,000 8,628,000 8,628,000
注：各年度は 1 月～12 月の間に実際に支出された執行額を示す。2006 年 1 月～3 月

の予算は含まれていない。  
 

３－１－３ 投入の総括 

プロジェクトに対する投入は、日本側、ブラジル側共に概ね計画通り実施され、活動

のために良好に利用された。特記事項としては以下の点が挙げられる。  

(1) 以下の投入についてプロジェクトの開始日より数カ月の遅れがあった。  

  ・日本側の長期専門家の派遣および一部の機材の到着。  

  ・ブラジル側の C/P 配置及び事務所、施設等の準備。  

 

(2) 2004 年 6 月の合同調整委員会の決定により、地方事務所に配属されていた

Embrapa 研究者（2 名）が地方事務所からパルマスの Embrapa トカンチンス支所

（UEP）事務所へ、UNITINS 研究者（2 名）がパルマスの UNITINS 大学へ配置換

えとなった。これに対応してピウン及びナチビダージ地方事務所では、それまでプ

ロジェクト専属と非専属の区別があった普及員の体制を改めると同時に、各事務所

に 1 名づつ普及員が増員された。この結果、１年目には 2 名であった各事務所体制

が、ピウン事務所で 6 名体制（2005 年 9 月に 1 名退職により 5 名体制）、ナチビダ

ージで 5 名（2005 年 5 月より 1 名増員により 6 名体制）へと強化された。  

  

(3) 2005 年 3 月から、日本側の長期専門家（農業普及）が 1 名増員された。  

  

(4) 2005 年 4 月に Embrapa トカンチンス支所長が交替した。  

 

３－２ 活動の進捗状況 

1 年目の活動は、投入の遅れやプロジェクト目標へのアプローチの方法をめぐる関係機

関相互の基本的理解・認識の違いによって、進捗がスムースではなかった。このため、2004

年 4 月から 5 月にかけて関係機関相互において集中的に実施体制や各機関の役割等につき

協議を行い、2004 年 6 月の合同調整委員会において合意に達した。これ以降、プロジェ

クトの活動は飛躍的に進展した。  

 3 年目においては、FORTER システム※1 における技術普及方法の一つとして 20 レアル

プロット※2 が新規に考案された。これは、意欲のある農家が融資を得られなくても自己

資金で新技術を体験できる手法として考案されたものである。また、展示圃活動の一環と

して伝習農場※3 を開設し、目的グループ※4 単位で技術移転のために実技講習を実施した。

これらの新たな技術移転の手法がプロジェクト活動を効率よく進展させた。  
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※1 FORTER システム：本プロジェクトによって開発あるいは導入され、システムとして形
成された農業技術普及形態の全般を指す。  
※2 20 レアルプロット：農家が融資を得られなくても投資できる金額 20 レアル（約 1,000
円）の資金で賄うことができる資機材を利用し、自分の農場の一部（200 ㎡程度）で新たな技
術を導入してみる小規模のトライアル圃場を指す。これによって農家自身が少額資金で新技
術の内容や従来の作付との違いを体験し、その成果を確認することができる。  
※3 伝習農場：目的グループを構成する農民が、一箇所に集まって、自分で実際に作業を行
うことにより、効率的に技術を学ぶことができる実習圃場。普及員や農民グループのリーダ
ーが技術指導を実施する。  
※4 目的グループ：生産技術の向上や生活改善など、特定の目的を持ってアソシエーション
の中に設立される農民のグループ。  
 

３－３ 成果（アウトプット）の発現状況 

成果 1：普及員の能力が強化される。  
指標 1-1 調査結果  

最終年度における、普及員 1 人当たりの対

応農家数がピウンにおいて 500 戸、ナチビ

ダージにおいて 400 戸になる。  

2 年目において、普及員 1 人当たりピウンでは

813 戸、ナチビダージでは 419 戸の農家に対応

した。  
 

指標 1-2 調査結果  
パイロット事務所（ピウン、ナチビダージ）

の普及員がサービスを提供する農家の

70％が満足する（満足はアンケート調査に

より確認）。  

農家の満足度はプロジェクトの最終時点で調

査を予定しているが、終了時評価において農家

に対するヒアリングの結果によると農家の評

価は良い。（添付資料 6「プロジェクト開始前と

開始後での農民の変化」も参照のこと）  
 

成果 2：農民アソシエーション※5 が強化される。  
指標 2-1 調査結果  

ピウンでは既存 3 アソシエーションの強

化と新規 1 アソシエーションの設立が行

われ、8 つの目的別グループが組織される。

ナチビダージでは、新規に 6 アソシエーシ

ョンが設立され、12 の目的別グループが

組織される。  

ピウンでは 1 アソシエーションと 9 目的グルー

プが新たに組織された。ナチビダージでは 4 ア

ソシエーションと 11 目的グループが新たに組

織された。組織強化は取り組み中であり、指標

はプロジェクト終了までに達成される見込み

である。また、ナチビダージでは、アソシエー

ションの形成において、コミュニティ内の農民

の合意が得られず、調整中の組織もある。  
※5 アソシエーション：人々が自らの利益を守るために民主的な形で組織する、経済行為を
目的としない市民団体。ブラジル市民法（2002 年 10 月 1 日付法律 10406 号）によるものであ
る。農業技術普及機関が農業・農村開発を進めるために、従来より各村落にアソシエーショ
ンの設立を働きかけている。また、アソシエーションの設立により、農家の営農融資利用が
容易になるとされている。詳細は p.14【囲み】参照。  
 

指標 2-2 調査結果  
アソシエーションが組織されているコミ

ュニティにおいて、アソシエーション会員

の 70％が目的別グループに加入する。  

2005 年 11 月時点における会員の目的グループ

への加入割合は、ピウンでは 63％、ナチビダー

ジでは 58％である。指標はピウンにおいては達

成される見込みが高いが、ナチビダージではプ

ロジェクト終了までの達成は厳しいと考えら

れる。ナチビダージで達成が阻害された要因
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は、いくつかのコミュニティは地方事務所から

も非常に遠いため、頻繁な指導を行うことが困

難であること、長い間保守的で農家が孤立した

生活を営んできたことなどから、組織化を受け

入れる素地がピウンと比べて低かったこと等

の理由によるものと考えられる。  
 

指標 2-3 調査結果  
1 アソシエーションに年間 6 回の目的別グ

ループ活動が行われる。  
2 年目における目的グループの活動の回数はピ

ウン、ナチビダージ共に 1 アソシエーション当

たり年間 6 回以上である。しかし、目的グルー

プの主体的活動が少なく、組織としてはまだ脆

弱であり、しばらくの間はグループ活動改善の

ために普及員・研究員の支援を必要としてい

る。  
 

成果 3 ：農民が必要としている農業技術が開発される。  
指標 3 調査結果  

ピウンで 14 件、ナチビダージで 12 件の普

及員が活用できる技術事例が実証される。

終了時評価時点で、普及員が活用できる技術事

例としてピウンで 5 の技術事例、ナチビダージ

で 8 の技術事例が実証された。さらにピウンで

14 技術、ナチビダージで 6 技術を検証中であ

る。一般的には適用技術の検証には長期間を要

するが、本プロジェクトでは終了までにピウン

で 19、ナチビダージで 14 技術が実証されるも

のと期待できる。  
 

成果 4：農業技術と情報を普及する手法が改善される。  
指標 4-1 調査結果  

FORTER プロジェクトからサービスを受

けた農民の 70％が満足していると確認さ

れる。  

最終的な農家の満足度調査は、2006 年 2 月に実

施する予定である。終了時評価時点での農民に

対するインタビュー調査では、FORTER プロジ

ェクトのサービスに対し、ほとんどの農家が満

足しているという結果を得た（添付資料 6「プ

ロジェクト開始前と開始後での農民の変化」も

参照のこと）。  
 

指標 4-2 調査結果  
ピウンとナチビダージで、それぞれ 10 の

技術事例が対象農家に採用される（対象農

家全体の半数以上が開発、改善された技術

事例を使用すれば、その技術は“採用され

た”と見なす）。  

プロジェクト 3 年目においてピウンでは 7 技術

の採用、ナチビダージでは 6 技術が採用される

見込み。2 年目において PRONAF 融資※6 を受け

ることができた農家が非常に少なかったため、

新技術を採用できた農家数が限られた。融資条

件の緩和や手続きの簡素化等により、小規模農

家が銀行融資を受けやすくなれば、技術を採用

する農家が増加するであろう。  
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※6 PRONAF 融資：Programa Nacional de Apio a Agricultura Familiar（PRONAF, 家族農業支援

計画）は 1999 年から開催された小規模農家向けの融資プログラムである。融資限度は低いも

のの、利率（年利子 1.0～4.0％の低利）や支払条件が優遇されている。無担保で借入れが可能

であるが、アソシエーション等の公的組織に加入していることが条件となっている。  
 

成果達成度総括  
中間評価（2004 年 10 月）以降、プロジェクト活動は飛躍的に進展した。しかし、いくつか

達成が困難と思われる指標がある。これらの未達成の原因として、初年度のプロジェクト立

ち上げ時における進捗の遅れに加え、以下の理由が挙げられる。  

①PRONAF 融資が適期に実施されていない。 

②農家が新技術導入に必要なインフラ・設備・資機材の不足に直面している。 

③いくつかの対象コミュニティは、地方事務所から数時間を要する奥地にあり、プロジェ

クトによる適切なフォローアップが難しい。 

④自然災害や天候不順。 

 

３－４ プロジェクト目標の達成度 

 プロジェクト目標「小規模農民への農業技術支援システムがトカンチンス州のパイロッ

ト地域のレファレンスファーム※7 を通じて確保される。」  

※7 レファレンスファーム：本プロジェクトでは、主に研究部門が中心となって設置する実
証圃農場、普及部門が中心となって設置する展示圃農場及び協力拠点農場を指す。  

指標 1 達成度  
プロジェクトのパイロット事務所がピウ

ンで 109 戸、ナチビダージで 83 戸の農家

にサービスを提供する。  

パイロット（地方）事務所は 2004 年 4 月まで

にピウンで 165 戸、ナチビダージでは 91 戸の

農家に対してサービスを提供済であり、指標は

達成した。  
 

指標 2 達成度  
本プロジェクトで確立された農業普及シ

ステムをトカンチンス州が採用する。  
州政府は本プロジェクトを評価している。

FORTER システムを採用する方向で進んでお

り、2009 年度までの「FORTER プロジェクト多

年度波及計画」を作成している（添付資料 7「州

農務局・RURALTINS 作成「FORTER プロジェ

クト多年度波及計画」」参照）。  
 

３－５ 上位目標達成の見込み 

上位目標「トカンチンス州において小規模農民への農業技術支援システムが確立され

る」  
指標  達成見込み  

RURALTINS の 8 地方事務所が、2010 年 3
月までに改善された農業普及システムを

適用する。  

2005 年 10 月版の州政府の「FORTER プロジェ

クト多年度波及計画」においては、2009 年度ま

での普及予定地域が記載されている。これによ

れば、ナチビダージとピウンを含む州内 40 カ

所の地方事務所で FORTER システムを適用す

る予定である。この計画の一環として、既にピ
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ウン、ナチビダージの両事務所では、今後普及

拠点となる地域の普及員に対する研修を開始

している。  
  

州政府の「FORTER プロジェクト多年度波及計画」の概要を以下に示す。詳細は添付資

料 7「州の農務局・RURALTINS 作成「FORTER プロジェクト多年度波及計画」」を参照。 
年度  計画内容  
2006 ・ナチビダージ事務所は周辺の 4 市に活動を拡大する。ピウン事務所も周辺の 4

市に活動を拡大する。  
・Itaguatins 市と Guarai 市の事務所において新たに FORTER システムを導入する。

2007 Porto Nacional、Xambioa、Alvorada do Tocantins の各市の事務所において新たに

FORTER システムを導入する。  
2008 Guarai region の４市と Itaguatins の 6 市において活動を拡大する。  
2009 Porto Nacional region において 4 市に活動を拡大、Xambioa region において 5 市

に活動を拡大、Alvorada do Tocantins region において 6 市に活動を拡大する。  
 

３－６ 実施プロセスにおける特記事項 

 プロジェクトの 1 年目においては関係機関の間での手法に対する認識の違いや、役割分

担の不明確さなどの理由によってプロジェクトの進捗に遅れが見られた。  

2003 年 10 月には、PDM の指標及び PO（活動計画）の確定と、将来的なシステムの有

効活用に向けたブラジル側の措置を確認するため、運営指導（計画打合せ）調査団が派遣

され、PDM 及び PO の内容の変更についてブラジル側と合意した。しかし、プロジェクト

へのアプローチ及び実施手法について、プロジェクトの関係機関相互におけるコンセンサ

スが必ずしも形成されていない点があった。  

このため、1 年目を終え、1 年目の活動レビュー及び 2 年目の活動計画策定を行った 2004

年 4 月から 5 月にかけて、日本人専門家と関係機関による集中的な討議を通してコンセン

サスの形成を図った。その結果、プロジェクト実施体制、意思決定のプロセス、各機関の

役割分担、そして PDM に基づいた 2 年目の活動計画などについて合意に達し、2004 年 6

月の合同調整委員会において承認された。  

 これ以降、プロジェクトは計画通りに進展した。全体会議、代表者会議やローカル会議

など議題に応じて段階的に議論が実施されるようになり、関係機関相互のコミュニケーシ

ョンが改善した。その結果、各種決定事項は関係者の共通認識の下に行われるようになっ

た。  
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【囲み】アソシエーション（協会） 
  

 本 資 料 は プ ロ ジ ェ ク ト 内 部 資 料 と し て 作 成 さ れ た 「 ア ソ シ エ ー シ ョ ン 主 義

（ASSOCIATIVISMO）」から抜粋仮訳したものである。  

アソシエーションとは：アソシエーションは、人々が自分たちの利益を守るために民主的な

形で組織する、経済行為を目的としない一つの市民団体である。個人あるいは事業活動の

種々の分野において存在するものであり、その設立は社会、慈善、経済あるいは文化的な動

機に由来する。また、アソシエーションは社会に参加する一つの方法である。個人では、非

常に困難であったり、達成が不可能な目的を達成するために集まる一般的な方法である。  
 
法的根拠：新及び第 2 次アソシエーション・ブラジル市民法（2002 年 10 月 1 日付け法律 10406
号）2003 年 1 月発効、第 2 章：アソシエーション  第 53 項：非経済的な目的のために組織

する人々の結びつき（連合）がアソシエーションを構成する。  
 
種類：一般的には以下の 9 種類が挙げられる。本プロジェクトで意味するアソシエーション

とは、住民協会と同業者協会両方の特質を持ったものと考えられる。  
1. 慈善家協会   2. 住民（隣人）協会    3. 父兄教師協会（PTA）    4. 人権保護協会  
5. 文化、スポーツ及び社会協会          6. 消費者協会              7. 同業者協会    
8. 労働者協会    9. 購買・サービスセンター  

 
アソシエーションと協同組合の対比：農業技術普及事業において、一般的にアソシエーショ

ンと協同組合の 2 様が対比される。  
事項  アソシエーション  組  合  

考え方  • 経済的目的を持たない人々の団体  • 経済的目的を持つ人々の団体           
目   的  • 会員の関心事を代表して守る。  

• 会員の技術的、職業上そして社会的

関心事の改善促進  

• 会員の関心事に合致する消費、生産、

サービス提供、信用及び商業化活動の

実現と発展  
• 商業レベルでの活動  

構   成  • 最低 2 名  • 最低 20 名  
代   表  • 関心事の集合活動における会員を

代表することができる。  
• 関心事の集合活動における組合員を代

表することができる。  
活   動  • 会員の商業化プロセスを支援  

• 金融活動と銀行利用の実現化  
• 全面的な商業化活動の実現  
• 金融・銀行業務の実施  
• 農村生産者農協は農村信用の受益者  

報   酬  • 役員は役職報酬を受けられない。

しかし、それぞれの職務遂行のた

めに使われる費用は受け取ること

ができる。  

• 総会の決定に従い、役員は毎月の報酬

を受け取ることができる。  

資金源  • 会員の活動による余剰はアソシエ

ーション自身に振り向けられる。

• 総会の決議に従い、余剰はそれぞれの

取扱量に従い、組合員に分けられる。

最低留保金に 10％向けることが義務付

けられている。  
2006 年 3 月 文責：永井和夫  
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第４章 評価結果 

 

４－１ 評価 5 項目ごとの評価 

(1) 妥当性  

①対象地域・社会及びターゲットグループのニーズとの整合性  

トカンチンス州では小規模農家の割合が 60％であり、他州に比べ高い割合を占め

ている。小規模農家では焼畑農業が多く行われ、かつ自給的農業が主体であり、家畜

等の販売から得られる現金収入もわずかで貧しい状況にある。小規模農家に対する公

的支援は少なく、ブラジル内における発展から取り残されてきた。彼らの生活を豊か

にするためには農業の生産性向上が不可欠であり、農業機関の技術支援が必要である。

ブラジルは既に高いレベルの農業技術を保有しているが、これらを小規模農家に伝え

るためには、普及と研究部門の連携による普及活動の強化が重要である。よって本プ

ロジェクトはターゲットグループのニーズに合致していたといえる。  

 

②ブラジル政府の開発政策との整合性  

ブラジル政府は、国民の“飢餓ゼロ”を掲げ、その一環として小規模農家の支援強

化を打ち出している。連邦政府の多年度国家計画 2004-2007 では、1)社会的不平等の

解消と社会融合、2)雇用創出を伴い、環境に配慮した地域格差解消を伴う成長、3)

市民権の拡大と民主主義の強化という 3 大目標が掲げられており、これらの目標を達

成するためのサブ目標として「持続的農業農村開発」が挙げられている。また、トカ

ンチンス州の多年度州政府計画 2004-2007 でも農業生産性向上は優先事項の一つとな

っている。したがって、ブラジルの政策との整合性は高い。  

 

③日本政府の援助政策との整合性  

日本の対ブラジル援助政策の重点の一つは、経済的な地域格差の是正である。特に、

開発が遅れている東北及び北部地域の開発を重視している。ブラジル東北部に位置す

るトカンチンス州において貧しい小農を支援するプロジェクトを実施することは、日

本の援助政策と整合性がある。  

 

④技術移転アプローチの適切性  

既に一定レベルの農業技術を持つブラジルにおいて、小農のニーズに応えるために

不足していたのは、研究協力ではなく、普及活動の充実と普及・研究の連携強化あっ

たといえる。本プロジェクトのアプローチは適切であった。  

 

⑤妥当性の現状  

当初計画から大きな変更が生じなかったため、本プロジェクトの妥当性は引き続き

認められる。  
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(2) 有効性  

プロジェクト目標に対して設定された、普及員の能力強化、農民の組織化、農民ニ

ーズに基づく技術開発、普及手法の改善等、一連の成果は、普及、研究（技術）、農

民と 3 方向からの目標達成にむけたアプローチとなっている。これらはいずれも普及

システムの強化に不可欠であることから、成果の設定は適切であったといえる。  

本プロジェクトの C/P として配置された普及員は、プロジェクト活動を通じて農民

指導に対する能力と自信を高めつつある。具体的には農民組織の形成と育成、展示圃

の設置及び活用、営農計画に関する指導などについて、対象農家とのコミュニケーシ

ョンを図りつつ、積極的かつ適切に対応する能力が備わってきた。また、研究員と普

及員は情報の共有を図るため、活動計画、ニーズ調査、活動実績評価、展示圃・実証

圃の評価について相当な時間をかけて議論してきた。普及員が農家のニーズを把握し、

そのニーズに応える技術指導を研究員が担当するといったケースも見られ、普及と研

究の連携は着実に強化されつつある。  

以上のことから、プロジェクトの成果はほぼ達成されるものと考えられ、本プロジ

ェクトの目標である普及システムの強化はほぼ成されるものと見込まれる。よって、

本プロジェクトの有効性は概ね高いと判断される。  

 

(3) 効率性  

初年度の活動は、日本側とブラジル側双方の投入の遅れ、関係機関のプロジェクト

に対する共通認識の欠如、車両使用に関する調整不足などのため、あまり効率的に進

まなかった。  

投入の内容については、日本側の専門家派遣、機材供与、本邦研修のいずれも成果

を達成する上で効率的であった。特に中間評価時の提言をもとに、3 人目の長期専門

家が派遣されたことによって、本プロジェクトの展開は大きく促進した。ブラジル側

の投入も概ね適切であったといえる。  また、伝習農場の導入が農民の集中的な技術

実践を可能とし、効率的な技術普及に貢献した。  

PRONAF 融資が適期に受けられなかったことは、成果の達成に多大な負の影響を与

えたが、20 レアルプロットの導入により、プロジェクト終了までに成果は概ね達成

される見込みとなった。本プロジェクトの効率性は当初は低かったが、プロジェクト

期間中の対応・工夫により回復したと判断される。  

 

(4) インパクト  

本プロジェクトが行っている普及システムをトカンチンス州内の他地域へ波及さ

せる取り組みは、トカンチンス州の多年度州政府計画 2004-2007 に盛り込まれている。

今後、本プロジェクトで確立された新農業技術支援体制（FORTER システム）が州内

の他地域に普及することになれば、上位目標が達成されることになるであろう。  

その他のインパクトとして、普及員の行動の変化がある。技術移転能力の改善、役

割認識の向上や小規模農民に対する支援の使命感が高まったことは、人材育成面での

大切な内面の変化である。また、農民も、普及員を信頼するようになり、融資獲得か

ら技術指導まで支援してくれる重要なパートナーとの認識を持つようになった。この
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ことはこれまで長い間行政から放置されていた小農に大きなインパクトを与えたと

いえるだろう。 

 

(5) 自立発展性  

①政策面  

州政府は、小農への普及事業を重要視しており、今後も FORTER システムを拡大

する方針である。また、施設・インフラ建設や普及員の増員並びに普及対象地域の拡

大といった普及強化策の実施が計画されている。したがって政策面での自立発展性は

確保されていると言える。  

 

  ②組織面  

農業技術支援体制の継続性は研究機関と普及組織の協力連携に依存している。本プ

ロジェクト終了後、連邦の研究機関である Embrapa の関与は少なくなると考えられる。

従ってこれまで州の普及機関 RURALTINS の C/P 組織として連携を進めていた同じ州

の機関である UNITINS の役割はますます重要になる。UNITINS の FORTER システム

の研究機関としての役割が強化されるならば、組織面での自立発展性も高まるであろ

う。  

 

  ③財務面  

トカンチンス州政府は普及体制の改善とその拡大を図る方針で、RURALTINS と共

に 2009 年度までの「FORTER プロジェクト波及計画」を策定し、ナチビダージとピ

ウンを含めた州内 40 カ所の地方事務所で FORTER システムを適用する予定である。

これらの計画を実施するための 2006 年度予算として既に SEAGRO は 488,542Reais1

（約 26,284 千円）、 RURALTINS は 1,521,974Reais（約 81,882 千円）、合計 2,010,516Reais

（約 108,166 千円）の予算を確保している。このような予算措置が、政権交代後も継

続されることが望まれる。  

 

   ④技術面  

本プロジェクトでは、作物栽培と農民組織強化の基礎技術について普及員の能力向

上を図っている。技術的自立発展性を確保するためには、異なった地域特性に応じた

最適技術の導入、農民組織の強化などについて普及員の技術能力をさらに向上させる

必要がある。また、将来的には農民の求める技術の高度化に応じ、技術開発を進める

必要が生じることから、技術開発機関（UNITINS）の育成が求められる。 

 

４－２ 結論 

プロジェクト開始当初、プロジェクトの方向性に対する研究機関と普及機関の基本的理

解・認識に齟齬があったため、初年度の活動とその成果は計画より遅れた。しかし、関係

者間で話し合いが行われ、効果的な対策がとられた結果、2 年次以降は両者の協力関係が

                                               
1 1Reais（レアル）＝約 53.8 円（2005 年 11 月）  
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改善し、活動も活性化した結果、その成果も上がるようになった。特に、農業技術普及活

動は、営農指導、展示圃の設置、目的グループの組織化等の農家支援の手法の導入によっ

て 2 年次において飛躍的に改善された。もし、プロジェクトが現況の活動水準を継続して

くならば、終了時にはプロジェクト目標の達成が可能と判断される。従って合同評価委員

会は、R/D の記載どおり、本プロジェクトを 2006 年 3 月に終了することとした。  

 なお、本プロジェクトの目的は農業技術支援システムの確立であるが、プロジェクト活

動の中で形成されたアソシエーション、目的グループなどの農民組織は、農業技術の受け

皿としてだけではなく、農村開発を農民自らの手で進める組織ともなり得る。本プロジェ

クトの関係機関は既にこの点を認識しており、FORTER システムの推進とともに、社会開

発への取り組みも同時並行するものと期待できる。  
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第５章 提言と教訓 

 

５－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 

1) RURALTINS 本部において、プロジェクト終了後の FORTER 事業を先導的に展開す  

る人材の育成が残されたプロジェクトの協力期間における重要な課題である。新シス  

テムに従事したパイロット地方事務所普及員を含め、新たな人材の本部登用も当然考  

慮するべきである。  

 

2) 本プロジェクトに投入された機材は、プロジェクト終了後においても FORTER シス  

テムの展開のために使用されるべきであることから、本件に関する覚書を関係機関及  

び JICA 間で締結することを提言する。  

 

５－２ プロジェクト終了後の事業展開 

1) FORTER システムの着実な地域展開  

農民の組織化、技術の実証・展示・移転手法など、パイロット地域における FORTER

システムの枠組みはプロジェクト終了時までに確立されるが、アソシエーション及び

アソシエーション内に組織された目的グループは普及員の指導なしに自律的な活動を

展開するまで至っていない。これら農民グループの更なる育成には組織リーダーの育

成が重要である。また、地域内リーダーのネットワーク形成、組織活動に関する情報

交換や交流、先進地視察研修による広い視野を持つ人材の育成なども重要である。  

一般に、新作物／新技術を農家に導入した後は、さらなる普及活動向上のために、

普及員自身による農家の経済的インパクトの評価が行われなければならない。本プロ

ジェクトでは、プロジェクト終了後にこのプロセス（インパクト評価）が目的グルー

プ単位で実施される予定である。  

今後の他地域への普及は、州農務局と RURALTINS が作成した 2009 年までの

「FORTER プロジェクト波及計画」に沿って実施されるべきであるが、着実な地域展

開のために、現状を十分に把握した上で、まずはパイロット地域（ピウン、ナチビダ

ージ）における FORTER システムの定着を優先することが望ましい。  

合同評価委員会において日本側・ブラジル側双方の多くの委員からこの点への指摘

があったことから、委員会はプロジェクトに対し、「FORTER プロジェクト波及計画」

の再検討を提案した。  

 

2) RURALTINS 本部内に FORTER システムの推進部署の設置  

1)にあるように、パイロット地域の FORTER システム定着のための努力がプロジェ

クト終了後も必要であり、そのため、パイロット地方事務所とその普及員に対する

RURALTINS 本部の継続した指導が不可欠である。またパイロット地方事務所は、今

後、併せて FORTER システムの導入が計画されている地方事務所の普及員育成の役割

も担うことになる。  

このため、プロジェクト終了後も FORTER プロジェクト推進のための司令塔機能が
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必要であり、現在のプロジェクト中央事務所に代わる FORTER 推進本部を RURALTINS

内に設ける必要がある。本組織は以下の事業に責任を持つ。  

1) 州農務局と RURALTINS が作成した「多年度 FORTER プロジェクト波及計画」

の実施  

2) パイロット地域（ピウンおよびナチビダージ）における FORTER システムの定

着促進  

3) 新規展開地域の普及員に対する研修プログラムの策定と実施  

4) 研究機関（Embrapa、UNITINS など）との連携調整  

 

3) 小規模農業者の自立にはトカンチンス州独自の農業技術開発機能の強化が必要  

トカンチンス小農の農業は焼畑による基礎作物の自給的栽培と粗放的な牧畜が主で

ある。そのため、すでに周辺地域で導入されている既存の技術導入をてことして

FORTER システムの確立を図ることが本プロジェクトでは可能であった。しかしなが

ら、小農の更なる発展には、一層の農民組織強化に加え、トカンチンス州の自然、社

会経済環境に適合した技術開発と市場調査による競争力の確保など、市場化経済への

参入が不可欠となる。  

高度な個別技術の開発は Embrapa に依存するものの、地域農村開発と小規模農業者

支援の役割を担う RURALTINS のパートナーとしては、UNITINS の存在がますます重

要となる。UNITINS の拡充が、これからの RURALTINS 事業展開の鍵を握ることとな

ろう。  

UNITINS の具体的役割は農業技術開発に加え、小規模農業者にとって有意性のある

作物や生産方法の開発、農産物の販売・流通方法の検討、地域小規模農業者の将来像

の検討などが考えられる。  

 

５－３ 教訓 

技術協力と制度融資  

 本プロジェクトは、対象農家が PRONAF 融資を受けることが前提条件として設定され

ていた。しかしながら、農家が申請に必要な書類を揃えられない、あるいは返済残があり

新規に借り入れできないといった問題や、銀行側の手続きの遅延、必要書類や提出期限の

急な変更などにより適期に必要な融資が得られない農家が数多く見受けられた。これらは

農家による新しい農業技術の採用という点において、プロジェクト成果の波及に多大な負

の影響を与えた。小農向け融資が存在する場合、それをプロジェクト成果の促進のために

活用することは妥当であると考えられるが、プロジェクトの前提条件として設定するので

あれば、事前の十分な実情把握が必要である。  

 本プロジェクトにおいて、PRONAF 融資が得られない農家に対し、20 レアルプロット

を考え出したことは高く評価できる。その他の対応策としては、例えば、プロジェクトで

石灰を買い、農家に配布し、収穫後に収益の一部から石灰代金を支払ってもらうといった

回転資金の導入も考えられるだろう。  
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第６章 農業普及団員所感 

 

６－１ プロジェクト活動 

６－１－１ 普及員の能力が向上するための活動 

  本プロジェクトの目的は普及システムの確立にあるが、システムを担う普及員の資質

と能力の向上はプロジェクト成功の鍵となるものである。プロジェクト開始前の普及員

の活動は、主に制度融資の手続きとその関連業務であった。このため、技術指導や農民

の組織化といった全く新しい業務に取り組むために普及員の能力向上は重要な活動で

あった。  

  普及員の能力向上のため、〔活動1-1〕普及員の業務プロファイルの作成と研修ニー

ズ調査を行い、〔活動1-2〕これを基に研修プログラムを作成し、〔活動1-3〕Embrapa

により土壌調査法・土壌管理法、熱帯果樹栽培、キャッサバ（マンジョカ）加工技術等

の農業生産研修が実施された。また、日本人短期専門家により、農民組織育成や展示圃

を活用した技術の伝達法などの普及方法、営農計画の作成等の研修が実施された。その

他の研修では、1年目にエル・サルバドル国及びブラジル内のウナイとシルバニア視察

を行って先進事例を学び、3年目には普及員6名が本邦研修に参加し、普及事務所体制、

研究と普及の役割や普及活動の実際を学んだ。また、〔活動1-4〕研修の成果を評価す

るため、普及員に対し自己診断（アンケートによる個別調査）を実施した。  

   普及員の自己評価によると、これらの研修は、普及員の能力向上に役立ち、特に日本

及びエル・サルバドル国における研修はきわめて有効で、貴重な経験及び業務に役立つ

数々の有益な情報を得ることができたと報告されている。自国内での研修ではイメージ

でしかなかった普及の仕事が、エル・サルバドルでの先進事例調査や本邦研修により、

その成果を具体的に目で見て確認できたことから、帰国後は普及員が業務に対し自信を

もって提案や意見を述べるようになるなど、積極性や主体性が認められたと日本人専門

家は評価している。  

  最終年度に普及員一人当りの目標（対応農家数）を達成しており、普及員がきめ細か

に農家を指導したことが確認できる。満足度はこれからの評価であるが、本調査時の農

家インタビューでは高い評価であった。  

  しかし、展示圃や実証圃の計画・実施・成績評価・活用法、普及活動の企画能力、普

及活動の計画や評価については、演習で行ったレベルであり、普及員自身が自力で行え

るにはまだまだ不十分である。  

  

６－１－２ 農民組織が強化されるための活動 

  普及の対象となる農民は社会から閉ざされた地域に住み、行政のサービスを受けるこ

となく、家族単位で自給自足の生活をしてきた。このような農民の改善意欲を引き出し、

効率的にプロジェクトを推進するため、農民組織の設立と強化に取り組んできた。  

  1年目にプロジェクト候補地において、〔活動2-1〕農民アソシエーションのグループ

活動に関するセミナー（プロジェクト説明会）を実施し、当該地域の特性を代表する集

落であるか、コミュニティ活動に関心が高いか、プロジェクト戦略に合致するか等の基
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準でプロジェクト対象集落を選定した。さらに、対象に選んだその集落で、組織化の必

要性を何回も説明し、アソシエーションの設立を働きかけた。この結果、2年目までに5

つのアソシエーションが設立された。さらに2年目からは、アソシエーション内に、関

心度の高い作物を中心に目的グループの形成をはかり計20グループが形成された。また、

組織化に続き2～3年目は、〔活動2-2〕各目的グループのアクションプランを作成し、

〔活動2-3〕アクションプランに沿った目的別グループの農民に対し、技術指導と研修

を実施した。具体的には技術改善に必要な資金導入支援、コスト低下を目指した農業資

材の共同購入、技術指導や各種研修会が実施された。また、〔活動2-4〕農畜産物の販

売活動への支援も行い、ピウン市でマラクジャ（パッションフルーツ）、野菜、キャッ

サバ加工品の共同販売を支援した。  

  その他の活動としては、リーダー研修、農産加工の先進事例視察、野菜栽培先進事例

視察、パルマス市の市場視察など目的グループの士気高揚につながる研修を企画実施し

ている。  

  目標指標ではアソシエーションや目的グループなど、組織化の取り組みは概ね70％、

また、目的グループへの加入の取り組みは80％、年6回の目的別グループ活動を行うこ

とについては60％程度の達成であった。  

  しかし、社会から閉ざされた、横の連携のない集落・農民を短期間に組織化したこと

は高く評価できる。但し、目的グループのアクションプランのフォローが不足したり、

巡回指導の回数を減らすとグループ活動が低下したという事例もみられた。まだ自律

（立）的に活動できる組織は皆無と考えられるため、当面はきめ細かな支援が必要であ

る。また、農民の多くはアソシエーションと目的グループの活動が十分区別されていな

いように感じられる。そのため、それぞれの組織の目的を理解させ、役割をきちんと整

理する必要がある。  

 

６－１－３ 農民のニーズにあった技術が開発されるための活動 

  生産性の向上に直結する農業技術の開発は、研究員が主体となり普及員が連携しなが

ら行われた。まず、〔活動3-1〕小農の営農状況に関する基礎調査を行い、対象地域の

気象観測の開始やアンケートによる地域営農情報の収集と調査を行なうと共に、実証農

家のモニタリングを開始した。2年目には1年目の活動をふまえて、〔活動3-2〕普及す

べき改善技術を整理すると共に、〔活動3-3〕適切な技術を開発するため、レファレン

ス・ファーム農家と協議を行い、農家のニーズをふまえた課題の実証圃を設置した。こ

れら実証圃の検討会を行った結果、3年目初頭にようやく小農に必要な技術を特定でき

るようになった。  

  しかし、研究として行うモニタリングと実証展示の手法は、周辺農家に対して閉鎖的

であり、課題の整理に時間がかかり効率性においても改善の余地があった。一方、普及

は先に整理した技術改善を効率的に進めるため展示圃を設置した。内容は研究が取り組

んだ実証圃とほぼ同じであった。  

 

６－１－４ 農民に対する技術・情報伝達手段が改善されるための活動 

  農民が理解しやすい、農民が受け入れやすい技術の伝達方法が重要である。1年目は、
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〔活動4-1〕過去の技術伝達のアプローチについて課題と改善点を整理し、2年目から、

〔活動4-2〕研究と普及の役割を明確にし、研究はレファレンス・ファームで実証技術

を展示し、普及は展示圃を目的グループ内農家に設置した。また、一部で研究と普及が

共同で展示圃を設置するなど、日本人専門家の指導のもと積極的に技術改善策を提案し

ていた。  

  一般的に普及で実施する展示圃は、研究で開発された新技術を実証し、技術改善を効

率的に進めるための手段であるが、本プロジェクトで求められる技術が基本的で初歩的

な技術であったことから、技術実証的な役割をも果たすこととなり、8カ所で展示され

た技術が“小農に非常に役立つ技術”、5カ所で展示された技術が“参考になる技術”

と判定された。プロジェクト開始以前は農家の技術水準が低く、また、農業技術の改善

が皆無であったことから、実証圃、展示圃において基本的な技術を投入することで高い

増収効果が認められた。また、プロジェクトチーム内で経済評価の検討も行われ、コス

トと収益性の解析も行われている。〔活動4-3〕農民への技術や情報の伝達アプローチ

の分析では、農民の集会における説明資料にイラスト、写真、図表を多く取り入れると

共に、これらを活用した稲の栽培技術パンフレットが暫定版として作成された。今後他

の主要作物についても栽培資料の作成と提供が必要である。  

  技術情報伝達の新しいアプローチの一つとして、2年目から行われた20レアルプロッ

トと伝習農場の試みが挙げられる。  

  20レアルプロットとは、融資を受けられず技術改善資金が不足する場合、農家自身が

調達可能な20レアルで実施できる面積のみ改善を行い、効果を体験させる手法である。

伝習農場は、目的グループ農家が一堂に会して改善技術を実習する方法である。これら

は技術水準の低い小農への新しい技術伝達手法として期待される。  

  当初、研究はレファレンス・ファーム農家の実証圃を利用して技術開発・実証と農民

への技術伝達の両方を主導しようとした。このため、直接農家指導を担当する普及との

間に役割分担をめぐっての論議があった。そのため、プロジェクト終了までにこの点を

きちんと整理する必要がある。〔活動4-4〕技術や情報伝達手段・方法や役割分担につ

いては、評価と整理を行い、得られた教訓を今後に活かす必要がある。  

   ピウンとナチビダージでは、それぞれ10の技術事例が対象農家に採用されることが最

終年の指標であるが、今次評価調査の時点ではそれぞれ6～7技術が20％程度の農家に採

用されているに過ぎない。技術事例を採用し改善効果の手応えを数多くの農民自身が感

じなければ、農業生産ばかりでなく、組織活動に対しても農民のモチベーションが上が

らない。最終年の残された期間の取り組みが重要である。  

 

６－２ これからの課題 

６－２－１ 普及員の能力向上と組織機能の強化 

  普及員に求められる能力は配置される場所や職で異なる。普及現場では、農民を組織

化する能力、農業生産への技術力、普及課題の企画力や解決能力が求められ、司令塔と

なる中央のスタッフには、普及活動の企画・進行管理など普及組織のマネジメントや普

及員研修をはじめとする人材育成能力等が求められる。今回のプロジェクトでは現場普

及員の資質向上が優先され、中央の機能とそれを担う人材の能力向上がやや疎かになっ
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たきらいがある。今後組織が大きくなるほど、中央の役割は重要である。  

  また、現在農民から求められる技術は初歩的・基本的な技術が多いが、今後、農民の

技術レベルが向上し、農民が入手する情報が多くなると、要求される技術も高度化し幅

広いものとなることが予測される。RURALTINS地方事務所長や中央の管理者は常に農

村と農民のニーズをつかみ、それに対応する能力が普及員にあるか否か判断し、不足す

る場合は研修により資質向上を図る等の対策が今後必要である。人材育成には、対象農

民や農村の変化、普及員における能力向上の度合い、職制に対応した研修プログラムが

必要である。  

 

６－２－２ ピウン・ナチビダージの普及システムは未完成 

   プロジェクトによりピウンとナチビダージでは着々と成果を上げているように見え

るが、まだ発展途上にある。普及システムの形は見えてきたが、内容的にはまだ多くの

課題があり、システムとしては未完成である。  

  農民の組織化と育成は息の長い仕事である。対象となる農民や地域は、組織的に共同

して活動するという経験がなく、リーダーとなる人材も育っていないのが実態である。

このため、組織は不安定で自立して活動することがまだ難しく、普及員が少しでも手を

抜くと元に戻る危険がある。  

  また、農業生産技術については導入すべき技術の提案ができた段階である。大方の農

民が改善技術を導入し、その成果を実感し、完全に地域に根付なければ普及ステムが完

成したとは言えない。  

  州政府は、両プロジェクトサイトの一部の普及員を異動させ、第二、第三のピウン、

ナチビダージの構築を計画しているが、普及システムの波及を急ぎすぎるとピウンとナ

チビダージをだめにしてしまう危険がある。農民組織がある程度自立的に活動でき、改

善技術が完全に定着し経済的な豊かさを享受するまで当該地域における重点的な指導

を継続しなければならない。重要な点は普及システムの形ではなく、農民が豊かになり

満足できる成果を達成し得たかにある。この成果を優良事例として波及させなければな

らない。  

 

６－２－３ 小農の進む方向  

  現在の小農に対する指導は、米、フェジョン豆、キャッサバ、トウモロコシ、バナナ

等の基礎作物を主とし、自給に余剰が出たものを販売し収入を得る計画であるが、すで

に①米の価格が急落したことなどによる基礎作物に対する関心の薄れ、②野菜や養蜂な

どの換金性の高い作物に対する関心の高まり、③キャッサバなどの加工に対する関心の

高まり、といった変化が見られた。  

  大規模農家が手がける米・大豆・トウモロコシ等の土地利用型作物の導入は、資本力・

土地面積・技術力から小農には困難である。現状において、小農に最も実現の可能性が

あるのは、自給的な基礎作物＋野菜等の換金作物の形態であろう。現に、ナチビダージ

において5人のグループが共同で11種類の野菜を試作し、結果の良かったレタス・ネギ・

コリアンダーなど6種類の野菜の生産を開始している。彼らのモチベーションは高く、

播種を1週間毎に行い、雨よけの設置などの実施により継続的な出荷を目指している。
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まだ作付け規模は小さく、取り組みは緒についたばかりであるが、このような動きは今

後各地に広まると考えられる。将来的には、有機栽培等に取り組む小農も出るであろう。 

  彼らの大きな課題は、トラックなどの運搬手段がないことである。集荷運搬のサービ

スや支援があれば近隣の市場やホテルに定期的に出荷でき、安定した現金収入を得るこ

とができる。市場の開拓や輸送流通の課題があるが、キャッサバの加工なども付加価値

がつく収益性の高い部門であり、グループで生産計画を立て、共同で加工を行うなどコ

ミュニティの活性化にもつながる有望な部門である。  

  当面は、野菜や加工品は近隣の市場やホテルなどへの出荷を目指すが、生産量が増え

ればより遠くの大きな市場にも出荷が可能となる。このためには、品質が一定の商品を

継続的に出荷できる生産技術の高位平準化がある程度達成されなければならない。また、

組織を強化し、耕起用のトラクターや市場に農産物を運ぶトラックを所有できる力をつ

ける必要がある。この目標を達成するためには、グループやコミュニティの連携をはか

り組織の力を強化することが重要であり、これらの過程で普及員が果たす役割は益々大

きくなる。  

  さらに組織に力がつけば、農業協同組合的な組織に発展し、営農資金の融資から生

産・販売まで一貫したサービスを提供できるものとなろう。  
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第７章 団長所感 

 

１．連邦と州の 3 機関が複雑に関係する中で、農業技術支援システムを 3 カ年の短期間の

協力で確立するという困難なプロジェクトであったが、関係者の努力により、指標評

価では設定した成果をどうにか達成した。農業技術支援システムの枠組みは見えてき

たと言うことであろうか。システムの定着と普及には関係機関の継続した連携と予算

措置が不可欠である。一方で、Embrapa Cerrados（セラード研究センター）という我

が国の農業技術協力における重要な C/P 機関と JICA との総仕上げプロジェクトとも

言える。  

1) ブラジルにおいて、多くの技術協力が Embrapa を相手国機関として実施されて  

きた。特に Embrapa Cerrados を C/P とした技術協力は、1977 年から 20 年にわた  

り実施され、我が国の国家プロジェクトとして協力したプロセデール事業（日  

伯農業開発協力）を技術の面から支え、セラード開発に大きな役割を果たした。  

現在、ブラジルの大豆生産は世界第 2 位であり、ブラジル最大の輸出農産物と  

して国家経済に大きな貢献をしている。  

2) 本案件は 20 年の技術協力の成果を、ブラジルにおける大きな開発課題である格  

差（貧困）問題解決に結びつけようとするものである。Embrapa が開発してき  

た主に中大規模農業者のための技術を、どのように小規模農民へ普及するか、  

また、そのための持続的な普及システムをどのように確立するかというもので  

ある。  

3) プロジェクトは連邦機関である Embrapa が主導権を握り、州政府機関の  

RURALTINS と UNITINS がこれに続くという構図で開始された。我が国専門家  

の真摯な努力によりこの構図は一新され、州政府機関（RURALTINS と UNITINS） 

が主役となり、連邦政府機関（Embrapa）がこれを支援するという、本来の形が  

見えてきた。しかし、州政府が主役となる新しい形の農業技術支援システムの  

定着にはまだ多くの課題が残されている。特に、小規模農業者に焦点を当てた  

技術開発やマーケティングに関する支援のあり方はこれからの課題となる。  

 

２．農業技術支援システムの枠組みは見えてきたが、個人（普及員）、組織（RURALTINS 

と UNITINS）及び制度（RURALTINS と UNITINS の連携、農業融資）の全てのレベ

ルで、モニタリングとオリエンテーションの継続が、システムの定着と他地域への展

開に不可欠である。  

1) 普及員：普及した技術の検証技術の習得は協力終了後に実施せざるを得ない。  

検証技術の習得をもって、普及システム 1 サイクルを体験することとなる  

（Plan-Do-See の See に関する技術移転は未了）。Plan 及び Do についても一度経  

験したかあるいは途上にあり、パイロット事務所の普及員が十分習得したとは  

言えない。  
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2) RURALTINS 本部：パイロット地域における普及システムの定着と同地域普及  

員の更なる能力向上に必要な投入を継続するとともに、州内他地域へプロジェ

クト成果を展開するためには、RURALTINS 本部内にプロジェクト中央事務所に

代わる部署を設置するとともに、企画調整を行う人材の配置が不可欠である。

本人材は、RURALTINS 本部だけではなく、プロジェクトに参加した普及員等の

中からも登用されるべきであろう。  

3) UNITINS：プロジェクト期間における普及は、主に開発済みの技術（既存技術） 

を活用して実施された。既存技術の普及が一段落した後は、トカンチンス州の

小規模農業者に焦点を合わせた技術の開発が必要となる。現在、州には UNITINS

を除いて農業技術開発を行う組織は存在しない。一方で UNITINS は組織・人材

ともに脆弱であり、現状のままでは今後必要とされる技術の開発を十分に担う

ことはできない。UNITINS の強化、あるいは新たな十分な開発能力を持つ農業

技術開発組織の存在がプロジェクト成果の持続発展性の確保に必要である。  

4) 研究と普及の連携：普及システムの確立には研究と普及の連携が不可欠であり、 

プロジェクトの後半に実証圃の設計に関する連携が行われるようになった。プ  

ロジェクト期間中は関係 3 機関の連携をはかる中央事務所が存在したが、終了  

後は中央事務所が無くなり、また、Embrapa も RURALTINS からの要請による  

コンサルティング業務に徹することとなるため、今から RURALTINS と  

UNITINS の連携を図る制度的枠組みの構築を進める必要がある。  

5) RURALTINS と農業融資手続き：プロジェクト開始前、普及員の主要業務は農  

家に対する制度融資の手続き代行であり、また、RURALTINS も代行手数料収入  

を組織運営に必要な予算の一部としていた。普及員は本プロジェクトに参加す  

ることにより、普及員本来の役割を自覚し、業務の重要性とそのやりがいを実  

感するようになった。この変革の中、RURALTINS における融資手続き業務を、 

他普及業務との関連の中で明確に位置づけておく必要がある。  
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